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■「ＮＴＴ健康保険組合組合会」及び「ＮＴＴ企業年金基金代議員会」の議員選挙に立候補！！！！ 

    

・・・・９月２日から投票の選挙に立候補した大村美恵さんは、９項目の「公約」を掲げ要求実現にむけ

て当選をめざしています。 

・・・・みなさんの声が反映されない運営の改善をめざし、会社役員と他労組役員の独占運営ではな

く、みなさんの声を反映させるためにも、ご支援・ご支持をお願いします。 

・・・・毎年１兆円以上の莫大な利益を上げ、内部留保を９兆５千億円も貯めこむＮＴＴに、企業の社会

的責任として、健康保険料や年金掛け金の個人負担を減額し、事業者負担を大幅に増やすよう

求めていきます。 

・・・・唯一職場所属で立候補する 「「「「大村美恵」」」」    候補へのご支援・ご支持をお願いします。 
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についても、「退職・再雇用」者や「満了型」選

択者には適用しないとしているばかりか、６０

歳超えの賃金原資は自らの賃下げで賄わせ

る、タダ働きで会社貢献するしくみです。ＮＴ

Ｔは、65歳までの定年延長を速やかに実現

し、格差のない継続雇用制度確立で、企業の

社会的責任を果すべきです。 

ＮＴＴの2013年3月末決算は営業収益10兆7007億円と３期

連続の増収で、営業利益も１兆2020億円と目標を達成し、内

部留保も９兆5千億円として、自己株式も2500億円まで新た

に買増しを行う株主優先の経営姿勢を続けています。 

内部留保の一部を活用すれば、健康保険料の引き下げ

や年金給付の引き上げは可能です。労働者の生活を安定・

向上させてこそ、デフレ不況の克服も可能となります。 

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

収入 1328億円 1171億円 1132億円 1202億円 1086億円 1069億円 1041億円 1103億円 1258億円

支出 1345億円 1349億円 1293億円 1202億円 1167億円 1158億円 1192億円 1338億円 1366億円

108億円 26億円 ▲17億円▲178億円▲161億円 *0億円 ▲81億円 ▲89億円▲15１億円▲235億円▲108億円

ＮＴＴ健康保険料は、2002年の決算で150億円の減収となり、

その後収支は80億円～200億円の赤字が続き、2008年から４年

間連続、2.４％（６.27％→8.６７％、１．４倍）もの値上げが実施さ

れ労働者の家計を苦しめています。この値上げにつながった

一番の原因は2002年の「50歳退職・賃下げ再雇用」強行で、5１

歳以上の労働者の賃金を最大3割も切り下げたことです。 

また、ＮＴＴは65歳までの雇用延長を口実に、10月から30歳

代からの賃下げを実施しようとしています。このような賃下げや

非正規労働者の拡大のままでは健康保険料の値上げが際限な

く続くことが考えられます。 

保険料の会社負担を大幅に増やすことで（７割以上）、安定し

た健全な健保・年金基金の運営を求めていきます。 
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